02道協議会：事務連絡
令和２年１１月２５日
北海道日本型直接支払推進協議会
　　会員市町村担当者　様
北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　雪　田　 仁　司　
新型コロナウィルス感染拡大防止に係る多面的機能支払交付金活動の取扱い
について
本協議会の運営につきましては、日頃から格別のご支援ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、本件については、北海道農政部農村振興局農村設計課活性化担当課長より令和２年４月22日付け事務連絡（以下「事務連絡」という。）をもって通知されているところですが、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から活動を行わないことにした場合の取扱いについて、次のとおり整理しましたので、活動組織への周知及びご指導を賜りますようお願いいたします。
記
１．基本的な考え方
事務連絡に示すとおり、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から活動を行わないことにした場合には、「自然災害その他やむを得ない理由」に該当し交付金の返還が免除される。
２．活動を行わないことにした場合の取扱い
（１）実施状況報告書の記載
実施状況報告書における実施欄は「×」とし、備考欄に活動ができなかった理由を記載すること。（別紙「記載例」を参照してください。）　
（２）留意事項
　　　次の整理等が必要なことに留意してください。
①　活動を行わないことを判断したことについて、役員会、関係者などとの協議・検
討の経過を整理、保管すること。
②　活動を行わなかったことにより年度末に生じた残額を翌年度に持ち越して
執行する場合の扱いは、通常の持越金と同様、多面的機能支払交付金実施要領第１の11及び第２の13のとおりとし、年度末に適切に手続きを行うこと。令和３年３月末で実施期間終了となる場合の扱いも、要領第１の11及び第２の13によること。（別添（参考）を参照してください。）
　　なお、持越金の扱いにおいて不明、相談等がある場合は、道協議会にご連絡ください。



実施状況報告書は次の想定事例に基づく記載例を参考に、該当取組を記載・整理してください。


多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書（関係部分抜粋）
[image: image1.emf]（２）資源向上支払（共同）

資源向上支払交付金（共同）の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

実施日

4/19

実施日

○ ×

○ ×

○ ○

○ ×

○ ○

－ －

○ ○

－ －

－ －

○ ○

○ ○

○ ○

46 施設等の定期的な巡回点検・清掃（景観形成・生

活環境保全）

39 生物の生息状況の把握（生態系保全）



計

画

策

定

38　資源循環計画の策定

37　水田貯留機能増進計画、地下水かん養活動計画の

策定

－ －

活動項目

農

村

環

境

保

全

活

動



研

修

36　景観形成計画、生活環境保全計画の策定

実

践

活

動

34　生物多様性保全計画の策定

24　農用地の機能診断

機

能

診

断

・

計

画

策

定

35　水質保全計画、農地保全計画の策定

取組

25　水路の機能診断

機能診断の結果、補修の必要がな

かったため未実施

28　年度活動計画の策定

○ ○

総会にて議決

27　ため池の機能診断

4/10診断実施



5/15機能診断の結果より、農道の

一部を補修

機能診断の結果、補修の必要がな

かったため未実施

備考

4/10診断実施

4/10診断実施

5/15診断実施

施

設

の

軽

微

な

補

修

29　機能診断・補修技術等に関する研修

9月に○○クリーン作戦を実施

８月に○○小学校の児童と学習を兼

ねて水路の生き物調査を実施

Ｒ2年度に予定

26　農道の機能診断

啓発・普及

32　農道の軽微な補修等

33　ため池の軽微な補修等



広報誌作成、ＨＰ更新

機能診断の結果、補修の必要がな

かったため未実施

51　啓発・普及活動

「活動計画書」と同じ行数になるよう、この線より上に行を挿入してください。

実

践

活

動

30　農用地の軽微な補修等

31　水路の軽微な補修等















（参考）　　　　　　　多面的機能支払交付金実施要領
制定 平成26年４月１日25農振第2255号
最終改正 令和２年３月31日元農振第3708号
農林水産省農村振興局長
第１ 農地維持支払交付金
11　農地維持支払交付金の精算
（１） 対象組織は、事業計画に定める実施期間中の各年度末に残額が生じたときは、当該残額のうち（２）に定める額を除いた額を市町村長に返還するものとする。
（２） 対象組織は、翌年度以降の使用予定に基づく必要な額について、年度末に生じた残額の一部又は全部を持ち越して翌年度の本交付金の経理に含めることができる。ただし、実施期間終了年度末にあっては、翌年度を始期とする新たな事業計画の認定を受けて農地維持活動を継続する場合で、かつ、新たな事業計画に基づく実施期間の初年度の使用予定に基づくものに限る。
（３） 対象組織は、（２）の規定による場合は、具体的な使用予定に基づいて持ち越す額を精査し、様式第１－８号又は第１－９号の実施状況報告書において、その使用予定を明らかにするものとする。また、農地維持支払交付金と資源向上支払交付金のうち資源向上活動（共同）に係る持越金の合計額が、当該年度のそれらの交付額の合計の３割を超え、かつ、100万円以上となる場合は、様式第１－８号又は第１－９号の実施状況報告書にそれらの持越金の使用予定表を添え、市町村長に提出するものとする。
（４） 市町村長及び都道府県は、（２）の場合の額及びその妥当性について確認するものとする。また、市町村長は、その結果に基づき、必要に応じて、対象組織に対して持ち越そうとす
る額の全部又は一部の返還を求めるものとする。
（５） 市町村長は、（１）又は（４）により対象組織から農地維持支払交付金を含む本交付金の返還があった場合は、当該返還額のうち、国及び都道府県の助成を都道府県に返還するとともに、都道府県は国の助成を国に返還するものとする。
第２ 資源向上支払交付金
13 資源向上支払交付金の精算
（１） 対象組織は、事業計画に定める実施期間中の各年度末に残額が生じたときは、当該残額のうち（２）に定める額を除いた額を市町村長に返還するものとする。
（２） 対象組織は、翌年度以降の使用予定に基づく必要な額について、年度末に生じた残額の一部又は全部を持ち越して翌年度の本交付金の経理に含めることができる。ただし、実施期間終了年度末にあっては、翌年度を始期とする新たな事業計画の認定を受けて資源向上活動を継続する場合で、かつ、新たな事業計画に基づく実施期間の初年度の使用予定に基づくものに限る。
（３） 対象組織が（２）の規定による場合の取扱いは、第１の11の（３）に定めるとおりとする。また、対象組織は、資源向上活動（長寿命化）に係る持越金の額が当該年度の資源向上活
動（長寿命化）の交付額の３割を超え、かつ、100万円以上となる場合は、様式第１－８号
又は第１－９号の実施状況報告書に資源向上（長寿命化）に係る持越金の使用予定表を添え、
市町村長に提出するものとする。
（４） 市町村長及び都道府県は、（２）の場合の額及びその妥当性について確認するものとする。また、市町村長は、その結果に基づき、必要に応じて、対象組織に対して持ち越そうとす
る額の全部又は一部の返還を求めるものとする。
（５） 市町村長は、（１）又は（４）により対象組織から資源向上支払交付金を含む本交付金の返還があった場合は、当該返還額のうち、国及び都道府県の助成を都道府県に返還するとともに、都道府県は国の助成を国に返還するものとする。
北海道日本型直接支払推進協議会


事務局：水土里ネット北海道


　　 　 　技術部 地域支援課（佐藤、鷲見）


　TEL 011-206-6209　FAX 011-200-5352








別紙「記載例」





（想定事例）


①　７月に○○小学校と連携し水路の生き物調査を予定したが、新型コロナウィルス感染拡大防止を図るため実施を見合わせたいと小学校から連絡を受け、予定していた活動ができなくなった。


②　６月に施設等を清掃する○○クリーン作戦を予定したが、新型コロナウィルス感染拡大防止から８月に順延したものの、依然としてコロナウィルス禍のため、本年度予定していた組織としての活動は断念し行わないことにした。





７月の○○小学校児童との生き物調査をコロナ対策のため中止





記載例





８月の◯◯クリーン作戦をコロナ対策のため中止





×





×





Ｒ３年度に予定





記載例





計画





実施





○





○





－





－





－





－





－





－





○





○





－





－





－





－





－





－





○





○





計画





実施





実施日





9/3





55　防災・減災力の強化





54　地域住民による直営施工





56　農村環境保全活動の幅広い展開





農村協働力の深化に向けた活動への支援





58　農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化





多





面





的





機





能





の





増





進





を





図





る





活





動





○





活動項目





○





「○○クリーン作戦」に６





５名が参加した





備考（参加人数及び内容等を記入）





加算措置





５月に景観形成活動として植栽を実





施





子供会と連携して、馬鈴薯を４月下





旬に植え付け、８月に収穫





取組





広報誌作成、ＨＰ更新





備考





57　やすらぎ・福祉及び教育機能の活用





59　都道府県、市町村が特に認める活動





※以下は加算措置に取り組む場合のみ記入してください。





60　広報活動





52　遊休農地の有効活用





53　農地周りの環境改善活動の強化











－





－











×





生態系保全と景観形成・生活環境保全の２テーマともコロナ対策のため中止





（１テーマのみ実施の場合）


２テーマの内、生態系保全はコロナ対策のため中止








－





８月の◯◯クリーン作戦をコロナ対策のため中止





×





記載例








